
別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和２年度） 

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

備 考

御嵩町 16,981,174 13,246,000

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交

付金事業者名
交付金事業に要した

経費
交付金充当額

1 地域活性化措置
御嵩町立教育関連施設運営

事業



Ⅱ．事業評価個表（令和２年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 御嵩町立教育関連施設運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 御嵩町

交付金事業実施場所 御嵩町　御嵩・中地内

交付金事業の概要

御嵩町内の教育関連施設の職員人件費（4施設、職員4人）10ヶ月分。教育・学術・文化の発展に寄与する目的で設
置された中山道みたけ館、住民の健康増進・青少年の健全育成を図るための海洋センター、学校給食の調理配送
業務を行う学校給食センター、ことばに障害のある児童の教育・訓練等を行うことばの教室、これらの４施設に職員
を配置し、住民福祉サービスを実施するため、電源立地地域対策交付金を活用しています。

交付金事業に関係する主要政
策・施策とその目標

御嵩町第５次総合計画（平成２８年度～令和７年度）
　未来を担う人材を育てる
　・一人ひとりの子どもが、よりよい生活を生みだすことができる、生きる力を育むために、確かな学力を身に着ける
指導を充実します。
・子どもが健全に育ち学び続けることができるように、幼稚園・保育園・小学校・中学校が連携した教育を進めます。

≪単位施策≫
　学校での人づくり、青少年の健全育成、ふるさと教育の推進

≪主要関連計画≫
　２１世紀御嵩町教育・夢プラン、御嵩町子どもの読書活動推進計画

事業開始年度 令和２年度 事業終了（予定）年度 令和７年度

事業期間の設定理由
御嵩町第５次総合計画の終期まで



評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
町では、住民の健康増進と青少年の健全育成を図るため「B&G海洋センター」に職員を配置している。各種スポーツ
教室を開催するなど幅広く体育事業を行うことで、住民の主体的な健康増進の機会を増やしてる。。今年度は新型コ
ロナウイルス感染症の影響で、4月、5月、1月を閉館していたため目標値を達成することができなかったが、引き続き
感染症予防対策を行いつつ利用者数の増加を図っていく。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

10,118
目標値 人 24,939
達成度 ％ 40.6

交付金事業の成果目標及び成果
実績
【海洋センター】

成果目標 成果指標 単位 　評価年度　　　令和２年度

前年度利用者数を上回
る
(R1利用者数：24,939人)

R2.4～R3.1の利用者数
成果実績 人

7,744
10,000
77.4

無

交付金事業の成果目標及び成果
実績
【中山道みたけ館】

成果目標 成果指標 単位 　評価年度　　　令和２年度

入館者数1万人以上 R2.4～R3.1の入館者数
成果実績 人
目標値 人
達成度 ％

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
本交付金の活用により、当該施設に１名の職員を配置し、企画展（文化財保護保存事業紹介展  重要文化財   願興
寺本堂大修理…いま　Vol．2）等を実施することできた。
今年度は新型コロナウイルス感染症の影響で、4月、5月、1月を閉館していたため目標値を達成することができな
かったが、引き続き感染症予防対策を行いつつ企画展を実施し、入館者数の増加を図っていく。

評価に係る第三者機関等の活用の有無



評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

町では、ことばや発達が遅れがちな子どもの教育・訓練・指導を行うための「ことばの教室」に指導員を配置し、保育
園や保健センターなど他の機関と連携し、指導が必要な子どもを的確に把握し、必要な教育・訓練等を実施してい
る。今後も、社会全体で増加している支援が必要な子どもに対して、可能な限りの教育・指導等を行っていく。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

72
目標値 人 69
達成度 ％ 104.3

交付金事業の成果目標及び成果
実績【ことばの教室】

成果目標 成果指標 単位 　評価年度　　　令和２年度

前年度指導実施人数を
維持する
(R2.1指導人数：69人)

R3.1の指導実施人数
成果実績 人

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

町では、町内６小中学校の学校給食を提供するための「学校給食センター」に職員を配置している。
可能な限りのアレルギー対応も行い、全ての児童生徒に学校給食を提供できるよう今後とも努めていく。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

100
目標値 ％ 100
達成度 ％ 100.0

交付金事業の成果目標及び成果
実績
【給食センター】

成果目標 成果指標 単位 　評価年度　　　令和２年度

学校給食実施率100％ 学校給食実施率100％
成果実績 ％



12

達成度 ％ 100.0 58.3 83.3

R2年度

係長の雇用量
(雇用人数(人)×雇用期間(月))

活動実績 人月 12 7 10

活動見込 人月 12

交付金事業の活動指標及び活動
実績
【中山道みたけ館】

活動指標 単位 ３０年度 R1年度

12

12 12 12

達成度 ％ 100.0 83.3 83.3

R1年度 R2年度

係長の雇用量
(雇用人数(人)×雇用期間(月))

活動実績 人月 12 10 10

活動見込 人月

交付金事業の活動指標及び活動
実績
【給食センター】

活動指標 単位 ３０年度 R1年度

係長の雇用量
(雇用人数(人)×雇用期間(月))

活動実績 人月 12

R2年度

10 10

活動見込 人月 12 12 12

達成度 ％ 100.0 83.3 83.3

交付金事業の活動指標及び活動
実績
【海洋センター】

活動指標 単位 ３０年度

交付金事業の活動指標及び活動
実績
【ことばの教室】

活動指標 単位 ３０年度 R1年度 R2年度

指導員の雇用量
(雇用人数(人)×雇用期間(月))

活動実績 人月 12 10 10

活動見込 人月 12 12 12

達成度 ％ 100.0 83.3 83.3



中山道みたけ館人件費
海洋センター人件費

雇用
雇用

係長１名
係長１名

交付金事業の総事業費等 30年度 R1年度 ２年度 備考
総事業費 20,320,224 15,391,056 16,981,174
交付金充当額 13,181,000 13,388,000 13,246,000

うち文部科学省分
うち経済産業省分 13,181,000 13,388,000 13,246,000

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

給食センター人件費 雇用 係長１名
ことばの教室人件費 雇用 指導員１名

交付金事業の担当課室 総務防災課

4,302,737
4,076,925

4,328,650
4,272,862

交付金事業の評価課室 総務防災課


